








































































































































































（efforts）の対象であること（the subject of efforts that are reasonable 




密に保つ合理的な措置（measures）をとっていること（the owner thereof 







































































・ ・ ・ ・ ・
１６５名（従業者総数は約１１４２名），
同じくＰ社の従業者が少なくとも
・ ・ ・ ・ ・
９名（従業者総数は約３０００名程度）
の少なくとも








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（注８）Uniform Trade Secrets Act §1（4）（Definitions）



































































































































て）」パテント Vol. 63 No. 6（2010年）29頁、一原亜貴子「不正アクセス行
為により取得したパチンコ店の割数及び売上金額等を競合パチンコ店へ開示
した行為につき、不正取得後営業秘密開示罪の成立が認められた事例　（仙
台地裁平成二一年七月一六日判決）」岡山大学法学会雑誌　60巻３号（2011
年）551頁、專田泰孝「不正アクセス行為により取得されたパチンコ店にお
ける『割数』等の情報を開示する行為と不正競争防止法の『営業秘密』侵害
罪」高橋則夫=松原芳博編『判例特別刑法 第２集』（2015年，日本評論社）
187頁、がある。これら評釈において、同事件では、專田は秘密管理性を充
足する旨をいうが、一原は秘密管理性に疑義ありとし、帖佐は秘密管理性及
び有用性に疑義あり、とする。
